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決算取締役会開催日　　 平成 18年 5月 19 日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日 平成 18年 6月 30 日 定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 29日

単元株制度採用の有無　 有(１単元　1,000 株)

１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 19,393 4.1 1,011 △ 23.2 1,126 17.7
17年  3月期 18,634 7.8 1,317 △ 11.1 957 10.1

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株  主  資  本
当期純利益率

総   資   本
経常利益率

売   上   高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 754 105.7 16.36 - 7.5 4.4 5.8
17年  3月期 366 217.7 7.53 - 4.0 3.8 5.1

(注)１．期中平均株式数 18年  3月期     44,908,963 株　　　 17年  3月期    45,046,024 株

     ２．会計処理の方法の変更 有

　　 ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

中間 期末
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 6.00 0.00 6.00 270 36.7 2.5
17年  3月期 6.00 0.00 6.00 270 79.7 2.9

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年  3月期 26,589 10,760 40.5 238.61
17年  3月期 24,150 9,367 38.8 207.36

(注) １．期末発行済株式数                 18年　3月期　　  45,015,212株　　 17年　3月期　　 45,038,157　株

 　   ２．期末自己株式数　　                18年　3月期　　　　　 91.552株　　 17年　3月期　　　　　68,607　株

２. 19年  3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 9,700 560 310 － － －
通　　期 19,600 1,120 620 － 6.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  　　　 13円 77銭

＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報による判断及び仮定を前提としており、実際の業績は、今後様々

　 な要因によって大きく異なる場合があります。

　　　　１株当たり年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 　１株当たり株主資本

株主資本
配 当 率

配当性向配当金総額
         １株当たり年間配当金

当 期 純 利 益

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益



油研［個別］

（単位　百万円：未満切捨）

    科　　　　　目

18,448 17,027 1,420

3,886 3,477 409

3,902 3,982 △ 80

6,815 5,669 1,145

255 198 56

707 679 27

1,158 1,318 △ 160

1,177 1,027 150

29 42 △ 12

246 502 △ 255

124 142 △ 18

219 12 207

△ 75 △ 26 △ 49

8,140 7,122 1,017

3,459 3,719 △ 260

1,748 2,044 △ 295

1,040 961 78

192 185 6

468 527 △ 58

9 － 8

65 74 △ 9

4,616 3,328 1,287

3,263 1,683 1,579

1,097 1,069 28

60 58 2

43 65 △ 22

－ 316 △ 316

161 154 6

△ 9 △ 18 9

26,589 24,150 2,438

無 形 固 定 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

車 輛 備 品 類

土 地

建 設 仮 勘 定

当期(平成17.3.31) 増  減（△）

貸借対照表

資       産       の       部

当期(平成18.3.31)

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

破産債権・更生債権等

関 係 会 社 株 式

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 構 築 物

機 械 装 置

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 ・ 製 品

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

仕 掛 品

前 払 費 用

固 定 資 産
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（単位　百万円：未満切捨）

    科　　　　　目

8,866 7,495 1,370

3,277 3,513 △ 235

1,827 1,223 603

1,952 1,809 143

361 149 212

610 49 561

52 22 30

93 100 △ 6

151 150 －

405 365 39

134 113 20

6,961 7,287 △ 325

4,468 5,300 △ 831

255 342 △ 86

152 － 152

2,085 1,644 440

15,828 14,783 1,045

4,109 4,109 －

　

1,030 1,030 －

2,823 2,814 8

3,853 　 3,844 8

　

1,334 877 456

1,334 877 456

1,495 546 948

△ 30 △ 10 △ 19

10,760 9,367 1,393

26,589 24,150 2,438

当     期 前     期
（注）1. 有形固定資産の減価償却累計額 9,443 百万円 10,262 百万円

2. 担保資産
 長期借入金 825 2,226
 短期借入金 1,143 1,707
    に対する担保
 有形固定資産 3,300 2,821
 投資有価証券 588 76

3. 保証債務 152 139
4. 受取手形割引高 350 373

未 払 法 人 税 等

資 本 金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 合 計

長 期 未 払 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 剰 余 金 合 計 額

そ の 他

固 定 負 債

資 本 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債

支 払 手 形

そ の 他 資 本 剰 余 金

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

貸借対照表

負  債  お  よ  び  資  本  の  部

当期(平成18.3.31) 増  減（△）当期(平成17.3.31)

資 本 合 計

負 債 お よ び 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式
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油研［個別］

（単位　百万円：未満切捨）

％ ％

19,393 100.0 18,634 100.0 759

18,382 94.8 17,316 92.9 1,065

15,008 77.4 14,089 75.6 919

3,373 17.4 3,227 17.3 145

1,011 5.2 1,317 7.1 △ 306

466 2.4 218 1.1 247

93 88 5

235 － 235

137 130 7

351 1.8 579 3.1 △ 227

216 266 △ 50

4 18 △ 13

－ 109 △ 109

131 185 △ 53

1,126 5.8 957 5.1 169

761 3.9 48 0.3 712

757 － 757

3 26 △ 23

－ 21 △ 21

458 2.4 322 1.7 136

300 3 297

－ 74 △ 74

25 － 25

46 19 27

－ 86 △ 86

79－ － 79

－ 103 △ 103

6 34 △ 28

1,428 7.4 683 3.7 745

593 6 586

80 309 △ 228

754 3.9 366 2.0 387

579 115 463

－ 395 △ 395

1,334 877 456

（注）有形固定資産の減価償却実施額 当期  　458百万円 前期    435百万円

そ の 他

為 替 差 損

経 常 利 益

特 別 利 益

支 払 利 息

特 別 損 失

役 員 退 職 金

そ の 他

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

差 入 保 証 金 評 価 損

固 定 資 産 売 却 益

当 期 未 処 分 利 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

損益計算書

営 業 収 益

自  平成16.4. 1

前       期

至  平成18.3.31

科　　　　　目 自  平成17.4. 1

当       期

至  平成17.3.31

増減(△)

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 費 用

利 益 準 備 金 取 崩 額

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

営 業 外 費 用

手 形 売 却 損

前 期 繰 越 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税

営 業 外 収 益

営 業 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

為 替 差 益

関 係 会 社 整 理 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

そ の 他
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油研［個別］

 （単位　百万円：未満切捨）

Ⅰ 1,334 877

Ⅱ 290 298

１ 配 当 金 270 270

２ 役 員 賞 与 金 20 28

Ⅲ 1,044 579

Ⅰ 2,823 2,814

Ⅱ 2,823 2,814そ の 他 資 本 剰 余 金 次 期 繰 越 額

（ 当 期 未 処 分 利 益 の 処 分 ）

（ そ の 他 資 本 剰 余 金 の 処 分 ）

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

そ の 他 資 本 剰 余 金

前         期

自平成16.4. 1

至平成17.3.31

利益処分案

科            目 自平成17.4. 1

至平成18.3.31

当          期
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油研［個別］

１．資産の評価基準及び評価方法

   (1)有価証券

子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原

　価は、移動平均法により算定）

時 価 の な い も の 移動平均法による原価法

   (2)たな卸資産

製品・商品・仕掛品 総平均法（一部個別法）による原価法

原 材 料 総平均法（一部最終仕入原価法）による原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

   (3)デリバティブの評価基準 時価法

２. 固定資産の減価償却の方法

   (1)有形固定資産

たものについては定額法を採用しております。

   (2)無形固定資産

定額法を採用しております。

く定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

   (1)貸倒引当金

不能見込額を計上しております。

   (2)賞与引当金

従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

   (3)退職給付引当金

 

年度から費用処理しております。

４. リース取引の処理方法

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。なお、会計基準変更時差異は15年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については 10年による定額法により発生年度の翌事業

個別財務諸表作成のための基本となる重要な事項

ております。ただし建物（建物付属設備を除く）のうち平成10年4月1日以降に取得し

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づ

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

法人税法に規定する償却の方法と同一の基準を採用し、有形固定資産は定率法によっ
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(固定資産の減損に係る会計基準）

これにより税引前当期純利益が25百万円減少しております。

(リース取引関係)

 1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

機械装置 工具器具 機械装置 工具器具

及び運搬具 備品類 及び運搬具 備品類

取 得 価 額 相 当 額 675 359 1,035百万円 675 389 1,064百万円

減価償却累計額相当額 233 117 351百万円 150 210 360百万円

期 末 残 高 相 当 額 441 242 683百万円 525 178 703百万円

 2. 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内

１ 年 超

合 計

 3. 支払リース料

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 利 息 相 当 額

 4. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 減価償却費相当額

   リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。

 利息相当額

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期の配分方法については、

　 利息法によっております。

28百万円　 30百万円　

188百万円　 184百万円　

164百万円　 160百万円　

708百万円　 725百万円　

（当   期） （前　　期）

159百万円　 149百万円　

548百万円　 575百万円　

合　計 合　計

（当   期） （前　　期）

（当  　　　　　　　　 期） （前  　　　　　　　　 期）

注記事項

会計処理の変更

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第6号)を適用しております。
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油研［個別］

（単位　百万円：未満切捨）

自 平成１７．４．　１自 平成１６．４．　１
至 平成１８．３．３１至 平成１７．３．３１

構 成 比 構 成 比
％ ％ ％

油圧ポンプ 3,862 19.9 4,299 23.1 △ 436 △ 10.2

油圧モータ 87 0.4 80 0.4 6 7.8

油圧バルブ 6,063 31.3 6,128 32.9 △ 65 △ 1.1

小 計 10,013 51.6 10,508 56.4 △ 495 △ 4.7

184 1.0 384 2.1 △ 199 △ 52.0

1,501 7.7 1,362 7.3 139 10.3

4,540 23.4 3,836 20.6 704 18.4

2,635 13.6 1,822 9.8 812 44.6

517 2.7 719 3.9 △ 202 △ 28.1

19,393 100.0 18,634 100.0 759 4.1

  （注） 単体輸出　　3,850百万円　19.9％　（前期　4,436百万円  23.8％）

         期間受注高 （17. 4. 1～18. 3.31） 20,064 百万円 （前期　18,737百万円）　

         期間受注残 （18. 3.31）     　　　 4,335 百万円 （前期　 3,665百万円）

 

　該当事項はありません。

関 連 機 器

応 用 商 品

合 計

役員の異動

製品別売上高と比較

区      分

当      期 前      期
  増　　減  （△）

金  額 金  額 金  額 増減率

油
 
圧
 
機
 
器

標
準
機
器

建 機 用 機 器

油 圧 シ リ ン ダ

油 圧 ユ ニ ッ ト
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